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山口市地方創生アイデア提案（要約版） 一覧 

 

■募集期間 平成 27 年５月 15 日～７月 31 日 

■提案件数 44 件（19 人） 

 

No 提案名称 ページ 

１～２ 
子育ち・子育て応援コーディネーター制度 ３ 

人交密度 UP で市民の力をまちづくりの力に ３ 

３ 
ひきこもりの若者や障がい者の社会参加を応援する 

「お仕事開発プロジェクト」 
４ 

４ 出産をとりまく環境整備事業 ４ 

５ 
育つ環境にかかわらず、すべての子ども健やかな育みを地域が支え

る山口の仕組みづくり 
５ 

６ 
自転車で外国人旅行者を、外国人旅行者で日本人旅行者を 

呼び込もう 
５ 

７～８ 
サッカー専用スタジアムの建設 ５ 

レノファ山口 FC と維新百年記念公園を核とした提案 ６ 

９～13 

手に職を付ける教育 ６ 

イベントで県外からの客を呼び込む ６ 

新山口駅表口再開発 ６ 

県央部を環状線に ６ 

『趣味コン』の開催 ７ 

14 山口駅通りを含む中心商店街の歩行者天国 ７ 

15～16 
農業就業付き住宅の建設 ７ 

いきいき 百姓三昧 ７ 

17～19 

空き家仲人プロジェクト ７ 

循環する地域づくりプロジェクト ８ 

社会起業家育成プロジェクト ８ 

20～21 
周回バスによる、レノファ山口 FC を核とした交流拡大 ８ 

大学生対象「車があれば、山口は楽しい♪」作戦 ８ 

22 山口市中央公園でのカフェ出店 ９ 

23 地域創生コーディネーター養成事業 ９ 

24～25 
社寺専門清掃サービス「社寺きよら」事業 ９ 

「やまぐちひわだ」を活用した伝統継承と創造事業 ９ 

26 

グリーンツーリズムの推進 

食べて、遊んで、学べる テーマ館 

空き家を管理する仲介団体の創設 

９ 
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27～37 

中山間地域の紹介及び体験施設の設置 ９ 

子どもの居場所確認のシステム化 10 

市内 21 地域に宿題支援教室を開設 10 

姉妹校の締結 10 

萩焼登り窯による体験活動 10 

シンボルタワーの設置 10 

子どもを乗せて買物に行ける自転車の無料貸し出し 10 

市職員等の採用優先枠の設置 11 

地域貢献メダル授与制度の創設 11 

思い出学習講座の開設 11 

学校や地域交流センターを窓口とした子ども貧困対策 11 

38～43 

特区申請をし、河川・河口区域での砂の販売を可能に 11 

農林中央金庫等の資金で第一次産業の投資的償却資産を造成 12 

住所地特例制度を改正し、地方雇用の場を創出 12 

湯田温泉で「温泉とらふぐ」養殖事業 12 

「飛び地」政策による地方都市の人口移住推進 12 

年齢不問による人材確保策 12 

44 山口市型スマートビレッジ構想事業（ソフト事業） 13 
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No.１ 

子育ち・子育て応援コーディネーター制度 

子育て中の親が安心して子育てできる・働ける環境に向けて、放課後児童クラブのみでなく、

地域のネットワーク力を活用し「子どもの主体性」「のびのびと遊べる環境づくり」をめざして、

「子育ち・子育て応援コーディネーター」制度を設け、社会貢献の広がりなど「地域の社会資源

（人・場所）」をフル活用するしくみをつくることにより、不登校児童や障害児なども含めて豊か

なこども時代を過ごせるようにしていくことで地方創生をめざすものです。コーディネーターは、

以下の事業を展開します。 

１）コドモジカンワークの実施 

学童を利用しているこどもたち、学童を利用していないこどもたちがどんなジカンを過ごしたい

と思っているかを引出し、整理し実現を応援。 

２）地域および単位自治会でのサマースクールのコーディネート 

３）地域内の人材発掘 

４）必要に応じて地域内の新規事業の立ち上げコーディネート 

５）地域内の子どもを取り巻く課題の吸い上げと解決に向けてのコーディネート 

６）情報発信 

 

No.２ 

人交密度 UP で市民の力をまちづくりの力に 

○地域活性コーディネーターの機能を置き下記の協働事業を推進する。 

１）行政×NPO 

 現在委託等で協働を行っている、または行おうとしている事業の中間支援として、市協働推進

課と連携しながら、協働に向けての課題を整理し、相互尊重の中でパートナーとしての協働が

推進されるように、連絡・調整・事業マネジメントを行う。 

２）市民×NPO×行政 

 市民の「社会課題を放っておけない」気持ちを、提案型協働事業としての事業化を支援する。 

３）地域×NPO 

 地域の社会的課題、公共交通、就労、貧困世帯の子どもたちの学習支援、子育ち環境などの解

決に向けて、地域の活動の実態に即して事業をプロデュースする。 

４）大学×NPO 

 各大学の地域連携機能と連携し、NPO と出会うサロン等を中心として大学生の地域参加・ボラ

ンティアを推進する。 

５）企業×NPO 

 企業と NPO が連携した社会貢献を提案・促進する。 

 

 

 

 



4 

 

No.３ 

ひきこもりの若者や障がい者の社会参加を応援する「お仕事開発プロジェクト」 

１）ニーズの掘り起し事業 

もとひきこもりなど当事者の気持ちに寄り添えるピアサポートスタッフによる相談対応・居場

所・広報啓発。 

２）回復プログラムづくり 

困窮（経済的・精神的生きづらさ）を抱えた人達が、回復段階に応じた人間関係を構築し維持す

る力や・社会性・協調性を学ぶには、安心できる場所で安心できる人達との体験の場が必要であ

る。そこで、働きながら学び、学びながら働く就労体験の場として、就労体験プログラム（生活

力支援・就労準備・中間就労）を行う。 

３）仕事開発 

困窮を抱えた人達が、地域活性に向けて貢献できるソーシャルビジネスの創造や、地域や企業と

連携し、仕事の切り出しやワークシェアなど新たなニッチ事業や仕事の開拓を目指す。 

 

No.４ 

出産をとりまく環境整備事業 

１）産褥サポーター制度の創設 

産後母体が回復するまでの６～８週間を産褥期といい、産褥期に過度なストレスがかかったり

心身を充分に休めることができないと産後うつや更年期症状が好発しやすくなると言われていま

す。この期間の産婦に家事援助などの支援を行うことを産褥サポートといいます。 

現在山口市には専門性をもって産褥サポートを実施している機関、団体がありません（＊防府

市には民間業者有り。柳井市は市の事業として産褥期のヘルパー派遣を行っています） 

生活保護世帯や要支援母子世帯なども含め山口市の妊産婦に広く柔軟に利用してもらえるよ

う、市と連携した仕組みづくりができればと考えています。 

２）市営宿泊型産後ケア施設の開設 

核家族化、産院崩壊、高齢出産などさまざまな要因で、里帰り出産などで家族のサポートを受

けることが難しくなっている中、産後の女性が２～４週間ほど滞在し心身の回復をはかる宿泊型

産後ケア施設が全国的に増えてきています。現在全国に 103 施設、中国地方では岡山に３施設あ

るのみです。 

山口は地価が安いうえ自然環境や地元食材に恵まれており、宿泊型産後ケア施設を開設するには

絶好のロケーションです。市の収入源にもなり、多様な雇用創出にもつながります。施設利用者

が今度は観光客として山口を訪れたり、子どもを安心して産み育てられる町として移住してくる

可能性も考えられます。 

 

 

 

 

 



5 

 

No.５ 

育つ環境にかかわらず、すべての子どもの健やかな育みを 

地域が支える山口の仕組みづくり 

○対象者：ひとり親家庭、生活保護受給世帯、その他生活困窮世帯の子どもたち 

○事業内容 

①学習支援塾 

公民館等の場所で、経済的理由から学習塾等へ通えない子どもたちに対して、ボランティアが

学習指導を行う。特に高校受験を目指す中学３年生を支援し、合格を目指す。 

②生活支援 

商店やスーパー、農協などに期限切れ間近の食品などの提供を受けて、食べることにも困窮す

る子どもたちの世帯に届ける。また、電気製品や生活物資についても、一般世帯の不用品を提

供してもらうための、スマホ等を利用した仕組みを作る。 

 ③居場所づくり 

ひとり親世帯で、親が不在しがちな子どもたちが夜まで過ごせる拠点を各地域に作り、地域の

ボランティアによる見守りにより面倒を見る。また、料理教室などにより、生きる力を付けさ

せるとともに、温かい食事を提供する。 

 

No.６ 

自転車で外国人旅行者を、外国人旅行者で日本人旅行者を呼び込もう 

○外国人旅行者や外国人日本在住者に、東京・京都などの大都市での公共交通機関による名所め

ぐりだけではなく、日本の田舎の良さを自転車に乗り、自分の足で巡ることにより、新たな日

本の魅力を感じていただく。 

山口市は小京都と呼ばれ、観光資源には恵まれているので、適していると思われる。また、欧米

人は自転車好きが多いので、ニーズはあると思われる。 

○日本人も自転車で旅行してみたい人も多いが、輪行はなかなか大変なので行わない。レンタル

自転車が用意されているのであれば、訪れてみたい人も多いと思う。 

○外国人旅行者と話してみたい日本人、特に英語を学習している日本人は多い。ただ国民性がシ

ャイなため、話しかけづらい。そこで、カフェを設けて、地元の方・日本人旅行者・外国人旅

行者で気軽に交流できる場所を設ける。外国人旅行者自身も日本人と交流したいと考えている

人も多いと思うので、両方にニーズがある。 

 

No.７ 

サッカー専用スタジアムの建設 

○レノファ山口 FC がホームゲームを常時開催出来て新山口駅から歩いて行ける、収容人員 1 万 5

千人収容、夜間照明付きの、客席を全て屋根で囲った、快適なサッカー専用スタジアムを（例

えば総合交通センターの東方あたりに)造る。これはコンサートなどの他イベントにもしっかり

使えます。 
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No.８ 

レノファ山口 FC と維新百年記念公園を核とした提案 

○大歳駅を「維新百年記念公園駅」に改名 

○試合時に増便 

○ナイトゲーム時は SL を大歳駅に停車して SL 観光とのセット化 

○新幹線以外にも新山口〜大歳と上手く連絡させる、あるいは連結して直行させる。 

○山口線の車両はオレンジ色なので「レノファオレンジエクスプレス」とし、観光列車にする。 

○シャトルバスの流入経路として、山口宇部道路の大歳駅入口交差点のひとつ宇部寄りの交差点

から維新公園に入り込めるルートを整備する。 

 

No.９ 

手に職を付ける教育 

○広告や店先で求人募集のチラシなどを良くみかけるので、仕事はあると思います。 

○原因は大学重視の偏向教育による雇用のミスマッチなどではないでしょうか。 

○解決策として専門課程のみの高等学校を作る。土木建築・調理師・介護保育・サービス業全般

など、卒業してすぐ就職できれば雇用のミスマッチや就職浪人の数、そして大学進学を理由に

県外へ出る人の数も減る。 

 

No.10 

イベントで県外からの客を呼び込む 

○毎月 1 つか２つイベントを開催する。まずは、現在行われている様々なお祭りや地酒祭り・ア

ートフルといったイベントで市が積極的にバックアップする。金銭的な事だけでなく、例えば

市職員の方をボランティアスタッフとして派遣するとかも必要です。 

○一昨年、吉敷で「痔の神様」が祀られていたのがみつかりましたが、これを「湯治」ならぬ「湯

痔」として観光客の集客につなげる事はできないでしょうか？ 

 

No.11 

新山口駅表口再開発 

○新山口駅表口再開発でショッピングモールを中心に映画館やスーパー銭湯等を作る。映画館は

映画を見るだけではなく、ライブなどのコンサートができたり食事をしながら映画が見られた

りすることで県外からもお客を呼ぶことができる。 

 

No.12 

県央部を環状線に 

○山口駅と防府駅を結んで環状線にし、山口駅と新山口駅を中心とした分散型中核都市みたいな

まちづくりを行う。現在の山口市は車依存社会ですから、電車の環状線化とコミュニティーバ

スで生活圏が広がると思います。 
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No.13 

『趣味コン』の開催 

○同じ趣味の人を集めた合コン『趣味コン』を開催する。 

 

No.14 

山口駅通りを含む中心商店街の歩行者天国 

○定期的（毎月 1 回或いは毎週 1 回）に、日曜日等の午後半日、山口駅通りへの車両（自転車を

含む）の進入を禁止し、歩行者天国にする。歩行者天国とした際、駅通りの車道部分には物販、

飲食店の一時的な出店を促し、フリーマーケットと同時開催する等さらなる賑わいを創出する。 

 

No.15 

農業就業付き住宅の建設 

○都会居住者に向けて定年後、農業をしながらのんびりしたいと希望する人に、農業就業と住居

をセットにして勧誘し、移住できる場を作る。移住場所は、山村ではなく、ある程度の都心。 

○収穫した作物の直売所や加工所、雨天時も活動できる場も併設。栽培方法等について指導員も

配し、働きやすい環境づくりを図る。その他、ゴルフや入漁許可付きなど、特典もつける。 

 

No.16 

いきいき 百姓三昧 

○ネットワークを構築して（組合制度等）、他の地域の作物を安価に購入できるようにする。 

○農産物だけでなく、水産物等もネットワークに組み入れる。 

○高齢者のため、健康についても考慮する。 

 

No.17 

空き家仲人プロジェクト 

○市内でも空き家がどんどん増えてきています。その中で、市に寄付したいと考えているが、市

に受け取ってもらえないといった声をよく聞きます。一方住宅を安く手に入れたいという人が

います。このため市が仲人役になって、寄付を受けた空き家を活用して、山口に新たな“ひと”

の流れをつくってはどうかと考えました。 

○空き家の管理については、山口県宅建協会山口支部等と協定を結び、会員の協力を得て有料で

管理してもらいます。その費用は、当面、市で立替えますが、最終的には空き家の利用者に請

求します。 

○空き家利用者の選定に当たっては、弁護士や建築士等の専門家５人程度で行います。市が所有

希望者を募集します。選考に当たっては、Ｉターン者や地域の活性化を計画する者などを優先

することとします。 

○なお、空き家の利用者は、10 年間、当初の目的どおり使用した場合にのみ、所有権を取得する

ことができます。発足当初は、市の中心部の空き家を対象とします。亊業を進める中で周辺部

の需要も見込めるようであれば、市全域とすることも考えられます。 
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No.18 

循環する地域づくりプロジェクト 

○市役所がゴミの減量化、有効活用という行政目的のためにバイオマスプラントを建設する。 

○都市部の市民等の協力を得て、市職員が生ゴミの収集を行い、バイオマスプラントで液肥とメ

タンガスを発生させる。 

○液肥は、有料で市職員が希望の農家の田畑に散布する。 

○農村部の協力農家は、農薬は使わず、有機の野菜・米を生産する。 

○農村部の婦人部有志を中心に、比較的安く体に優しい料理と安らぎの空間を提供する。 

○健康志向者をはじめ多くの利用者に、美しい農村風景を見ながら、比較的安く体に優しい料理

を堪能してもらうと同時に、癒しの空間を提供する。 

 

No.19 

社会起業家育成プロジェクト 

○市と山口市を愛する様々な分野の出資者により、第三セクターを立ち上げる。 

○市と第三セクターは、社会起業のためのセミナーを行い、人材の発掘を行う。 

○市は、総務省の地域づくり協力隊制度を活用して、第三セクターに委託する。 

○第三セクターは社会起業を目指す人材を発掘・募集する。 

○第三セクターは、定期的なメンタリングなど、事業を立ち上げていくためのサポートを行う。 

○選考された者は、第三セクターのサポートを受けながら、３年間かけて起業のための準備を行

い、３年後には山口市内で社会起業家として地域で社会貢献活動を行う。 

 

No.20 

周回バスによる、レノファ山口 FC を核とした交流拡大 

○山口市がバス会社に委託して、市内各地と維新公園・湯田温泉を周回するバスを運行する。 

（運行ルート） 

・宮野⇔県立大学⇔大殿⇔白石⇔湯田温泉⇔維新公園 

・小鯖⇔大内⇔平井⇔山口大学⇔湯田温泉⇔維新公園 

・嘉川⇔小郡⇔学芸大学⇔黒川⇔湯田温泉⇔維新公園 

 ※市内各地を網羅するとともに、３大学をルートに入れる 

○バスの運賃は一律 200 円（ただし、ユニフォーム等を着用すれば半額）。 

○レノファ勝利後の維新公園⇔湯田温泉間のみの乗車は 0 円とする。 

 

No.21 

大学生対象「車があれば、山口は楽しい♪」作戦 

○山口市が、山口市内に住所を持つ大学生（1～2 年生）を対象として、以下の助成事業を行う。 

 ・免許取得助成：10 万円×300 人（※） 

 ・自家用車購入助成：10 万円×300 人（※） 

※300 人は、3 大学（山口大医工学部を除く）の入学定員 1545 人の約 1/5 として設定。5 人に 1
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人が車を保有すれば、ほぼ全ての学生にその恩恵が波及する。予算に限りがある場合は、市外

（県外）出身者に対象を絞ることも検討する。 

○自動車学校と自動車販売会社及び大学は山口市と連携して、車を利用することによって山口で

の暮らしが格段にグレードアップすることを学生に対して PR し、自動車の利用促進を図る 

 

No.22 

山口市中央公園にカフェ出店 

○芸術、文化、教育、情報の発信の中心地となる山口中央公園において、山口市内で初となるス

ターバックスを出店する。 

 ・家庭、職場や学校の次に３番目場所として自分らしく過ごすことの出来る場所の提供。 

 ・コミュニティとつながりのある店舗（YCAM 利用者、） 

 ・従業員向けに、環境負荷低減のための活動や行動規範等環境教育のカリキュラムを実施。環

境に配慮した店舗展開 

 

No.23 

地域創生コーディネーター養成事業 

○地方創生に関する人材の育成（独自に開発したプログラムを伝授） 

 

No.24 

社寺専門清掃サービス「社寺きよら」事業 

○ひきこもり支援の NPO と協働で、社寺の清掃事業を行い、ひきこもり者の社寺に関する資格所

得などの支援を行い、社会復帰を手助けする。 

 

No.25 

「やまぐちひわだ」を活用した伝統継承と創造事業 

○日本古来の屋根技術工法である桧皮葺を、一般向けに安価な方法で提案する。 

○山口県産桧、県内の人材で製造加工した「やまぐちひわだ」(仮)を使用する 

○求められるデザインに応じた伝統性・革新性・先駆性のある商品を開発する。 

 

No.26 

グリーンツーリズムの推進、「食べて、遊んで、学べるテーマ館」の設置、 

空き家を管理する仲介団体の創設 

○具体的な内容はなし 

 

No.27  

中山間地域の紹介及び体験施設の設置 

○阿東道の駅、長門峡に隣接する施設に中山間の自然や農業、畜産等を紹介するコーナーを設け

るとともに、市内の子どもたちに１日体験を地元住民がアシストし、１日を楽しく安全に過ごさ
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せて、貴重な体験を積ませ、都市と農村の共生を図る。また、民泊を行って、一緒に夕飯作りを

し、布団の上げ下ろしをし、自分が使った部屋の掃除やお世話になった家のお手伝いをする中で、

初対面の人との触れ合いや会話を通じて心と心の交流も生まれ、自立心を育てる。 

 

No.28 

子どもの居場所確認のシステム化 

○学校及び学校外においても常に子どもの居場所が確認できる情報化システムを導入し、子ども

の安心安全を図る。 

 

No.29 

市内 21 地域に宿題支援教室を開設 

○地域の支援者を募り、子どもたちの宿題や課題解決を支援する、宿題支援教室を交流センター

や学校の空き教室に設ける。子どもの学力向上を図りながら地域の教育力も高め子どもの見守り

にも一役買うことができる。がんばった子どもたちには、がんばったねシールを提供する。 

 

No.30 

姉妹校の締結 

○新幹線停車駅のある学校との姉妹校締結をして、子どもたちの相互交流、保護者や学校関係者

の相互交流を進めて、交流人口の促進を図り、地域経済への波及効果も期待できる。 

 

No.31 

萩焼登り窯による体験活動 

○萩焼の登り窯（ガス窯）を地域協育ネットの中学校区に設置をして、日本伝統工芸のひとつで

ある萩焼の制作を通じて、豊かな感性を養うとともに、火入れの大変さを体験する中で、我慢強

さを育成し、優秀作品は、出展したり、販売したりして、市の知名度向上も図る。 

 

No.32 

シンボルタワーの設置 

○新山口駅ターミナルパーク整備や駅北開発用地内に新幹線から一見でき、山口市を印象付ける

大きなシンボルタワーを設置して、乗客の降車を促し、山口市の存在を全国に周知する。フラン

シスコザビエル像、大村益次郎像、中原中也のシンボルマークの帽子の像、など 

 

No.33 

子どもを乗せて買物に行ける自転車の無料貸し出し 

○安全に子どもを乗せて、買物もしっかりと乗せられ、安全に走行できる自転車の無料貸し出し

を行って、子育てを支援するとともに、生活圏域の経済の好循環を図る。 
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No.34 

市職員等の採用優先枠の設置 

○本市は三つの大学と６つの高校を持つ学園都市、この特性を活かして、学生による学習支援ボ

ランティア、子ども会支援員、部活動支援員、消防団としての防災支援活動など、本市における

ボランティア活動の実績により、卒業後の就職に対して、市職員採用優先枠を設けて対応する。

将来的には、民間企業にも協力を要請する。そして、若者の雇用と定住を図る。 

 

No.35 

地域貢献メダル授与制度の創設 

○ボランティア活動などに取り組み、地域社会に貢献する小・中・高・大生に対して地域貢献メ

ダルを授与して応援する。 

 

No.36 

思い出学習講座の開設 

○昔習った歴史、地理、公民、漢字、音楽等の習い直しを行い、健康寿命と人生観の充実を図る。

講師は、地元の大・高・中・小の先生方を活用して行う。思い出テストを行ったり、終了証書を

交付したりする。 

 

No.37 

学校や地域交流センターを窓口とした子ども貧困対策 

○学校や地域交流センターを窓口として、総合的な子どもの貧困対策を行う。学校による学力保

証や学校を窓口とした福祉関連機関等との連携や地域交流センターにおける学習支援、高等学校

等における就学継続のための支援を行う。 

 

No.38 

特区申請をし、河川・河口区域での砂の販売を可能に 

○現在、河川・河口区域は、永年に渡って砂やヘドロが堆積し、天井川となり、防災面・業業面

からも問題となっている。しかし、瀬戸内法により砂を浚渫することが難しい。 

○特区申請をし、砂の販売を行うことができるようにすることで、以下３点の効果が期待できる。 

 ①不足している砂等の建材資材が確保できる。 

 ②災害予防ができる。 

 ③漁場が復活し、漁獲量が増加する。 
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No.39 

農林中央金庫等の資金で第一次産業の投資的償却資産を造成 

○地方都市生存の根幹をなす第１次産業の復活を図ることが必要。まず、東京に過集積している

「資金」を地方へフィードバックさせることが必須で、行政も参加しシステムづくりを行う。 

 その第一歩として、農林中央金庫等の資金で第１次産業の投資的償却資産を地方に造らせ、そ

れを地方生産法人等がリースで借りて行うなどのシステムをつくる。（例）野菜工場、冷凍場等 

 

No.40 

住所地特例制度を改正し、地方雇用の場を創出 

○住所地特例制度を改正し、地方の雇用の場とする。過集積人口、また地震が予測されている東

京の人口移住策として世田谷区と取組の協議を行う。 

 

No.41 

湯田温泉で「温泉とらふぐ」養殖事業 

○「温泉とらふぐ」とは、栃木県那珂川町の㈱夢創造が町おこしとして平成２１年に事業化した

もの。海水の代わりに温泉水を利用した陸上養殖。プランクトンの代わりに養殖用餌を使用する

ため無毒。海水より塩分濃度が低く、ふぐへの負荷が少ないため成長が早い。ノウハウについて

は、㈱夢創造がフランチャイズとして全面的支援、指導がいただける。 

○この「温泉とらふぐ」事業により、以下の効果が期待できる。 

 ①地域資源を活用した、新たな６次産業の展開。 

 ②高付加価値商品など新たな特産品の開発 

 ③飲食店、宿泊施設での提供による収益増 

 ④地域の雇用創出 

 

No.42 

「飛び地」政策による地方都市の人口移住推進 

○戦後世界の主要都市で人口が唯一激増した東京都の人口移住誘導策とし、山口市内の土地を東

京に売却、又は、寄附して、東京都の「飛び地」とすべく、世田谷区と協議を進めていくこと。 

 

No.43 

年齢不問による人材確保策 

○生産年齢人口が減少し、全分野で労働力、働き手の確保ができない。そこで現在、６５歳以上  

で商売をされている人は元気な人が多い。この貴重な人的な資源を積極的に活用するシステム

づくりが必要になってくる。世界一の長寿社会を視野にモデルをつくる。 
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No.44 

山口市型スマートビレッジ構想事業（ソフト事業） 

○森林資源をフル活用するシステムとそのシステムから生まれる財源で新たな自立できる地域自

治を創設する 

 ①森林を活用するシステムは、森林循環（植林から伐採）から木材加工まで一元的に管理する

起業者を構築する。 

 ②新たな自立できる地域自治は、移住対策から少子化対策、高齢者対策等ミニ村役場的法人を

創設する。 

 ※上記①、②が一体化することが将来目標 

 


